
事業群評価調書（令和２年度実施）

5

(５)

①

②

③

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 35% 40% 45% 50% 60%

実績値②
31.3%
（H26)

32.8% 38.8% 43.4% 41.6%

達成率
②／①

93% 97% 96% 83%

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 60% 65% 70%
70%以上
を維持

70%以上
を維持

実績値②
51.9%
（H27)

56.4% 24.5% 37.8% 38.5%

達成率
②／①

94% 37% 54% 55%

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値①
90%以上
を維持

90%以上
を維持

90%以上
を維持

90%以上
を維持

90%以上
を維持

実績値② 90.7%
(H24-26平均)

91% 91.8% 92.3% 93.6%

達成率
②／①

100% 100% 100% 100%

①我が国の言語や伝統･文化に対する理解を深めるとともに、外国語教育の充実により、外国語による
コミュニケーション能力の育成を進めます。
②小学校低･中学年から英語に慣れ親しむ活動時間を設定したり、高学年に中学校の学習内容を関連
づけたりするなど、小中の連続性を考慮した教育課程の編成･実施等、英語教育の充実に資する取組の
普及･促進を図ります。
③高等学校において、外国語指導助手（ＡＬＴ）等の積極的な活用や外国語を学ぶ実践的な機会を提供
することにより、生徒の国際理解を促進するとともに、外国語によるコミュニケーション能力を高めます。

ⅰ）様々な体験活動、県独自教材の活用によるコミュニケーション能力の育成（事業群①②）
ⅱ）ネイティブスピーカー（ALT等）を活用した実践的なコミュニケーション活動を実施（事業群③）
ⅲ）英語・中国語・韓国語を実践的に学ぶ語学研修等を実施（事業群③）

事
業
群

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度） （進捗状況の分析）

①中学校卒業時に英検３級程度以上の英語力を持
つ生徒の割合

60%
（R2）

①目標値には届いていないものの、ここ数年、英検3級程度以上の英
語力を持つ生徒の割合はH26：31.3%からH30：43.4%へと12.1%の伸び
を見せていた。県内の中学1年生全員対象のイングリッシュ・キャンプ
（H28～H30）や中学校英語教員対象のＴＯＥＩＣ　ＩＰテスト受験（平成28
年度～）といった取組が、中学生の英語力向上につながったと思われ
る。しかしながら、昨年度は実績値が横ばいの状況となった。今後の
改善のためには具体的な授業づくりや評価方法の研修会といった教
員の指導力向上を中核に据えた取組が必要である。
②平成29年度に、新学習指導要領への移行を踏まえて県学力調査
の問題内容や問題形式を変更したことで、実績値が大きく下降した
が、その後は徐々に上昇してきた。引き続き、RISE UP ENGLISHによ
る知識・技能の確実な習得や検証改善研修等による中学校の授業改
善など、県全体としての取組を推進し、英語教育の充実を図っていく。
③定時制課程（夜間部）と通信制課程を除く、すべての県立高校で外
国語指導助手を活用した授業を行った結果、主な成果指標である「外
国語学習の意欲」や「外国への興味・関心」が高まったとの評価を生
徒から得ており、目標を達成することができた。

進捗状況

やや遅れ

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

②県学力調査（英語）で６割以上理解している中学
生の割合

70%以上を維持
（R2）

進捗状況

遅れ

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

③外国語指導助手が参加する授業により外国語学
習の意欲や外国への興味・関心が高まった生徒の
割合

90%以上を維持
（R2）

進捗状況

順調

基 本 戦 略 名 次代を担う子どもを育む 事業群主管所属 事業群①②：教育庁義務教育課、事業群③：教育庁高校教育課

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

小・中・高を通した外国語教育の充実

施 策 名 グローバル化社会を生き抜く力を持った人材づくり 課 （ 室 ） 長 名 事業群①②：加藤　盛彦、事業群③：狩野 博臣

子どもたちが直接外国語に親しむ体験活動の推進 事業群関係課(室)

高等学校における特色ある国際理解・外国語教育の推進

事 業 群 名



H30実績 H30目標 H30実績

R元実績 R元目標 R元実績

R2計画 R2目標

3 3 100%

3

70 72.6 103%

75

100 100 100%

100 100 100%

100

90 92.3 102%

90 93.6 104%

90

35

80

120 154 128%

120 136 113%

76 71 93%

76 62 81%

活動
指標

国指定のスーパーグ
ローバルハイスクー
ル事業に係る「課題
研究」の実施時数（時
間）

●事業の成果
・長崎県グローバルハイスクール支援
事業の対象校において、グローバルな
課題に関する研究に力を入れ、グロー
バル人材の育成に寄与することができ
た。

14,908 8,123 6,363

成果
指標

本事業対象校におい
て高校又は大学で長
期海外留学を希望す
る生徒の割合（％）

根拠法令 ―

4

長崎から世界へ！高
校生グローバルチャレ
ンジ

(R元
終了)
H27-R元

19,300 10,582 4,783

高校生

　英語・中国語・韓国語の語学研修、企業訪問研
修の実施、生徒の国際的素養を高める学校の取
組への支援を行うことによりグローバル人材の育
成を図った。

高校教育課

２．令和元年度取組実績（令和２年度新規・補正は参考記載）

事業
番号

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円） 事　　業　　概　　要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

主な指標
令和元年度事業の成果等

中
核
事
業

事業対象
令和元年度事業の実施状況

（令和２年度新規・補正事業は事業内容）

達成率

公立小中
学校の児
童生徒・教
員

　小学校外国語教育の早期化・教科化に向けて、
教員の指導力及び英語力の向上を目指し、外国
語の指導経験の少ない教員を対象に県内3ヵ所、
2日間の研修を281名に対して実施した。

活動
指標

イングリッシュ・サ
ポート・キャンプの開
催（回）

外国語の学習を肯定
的に捉えている児童
の割合（％）

所管課(室)名

3,051 11,165

うち
一般財源

人件費
(参考)

1
取組
項目
ⅰ

小学校からの英語教
育ボトムアップ事業費 R元-2

●事業の成果
・外国語指導助手が参加する授業の実
施によって、生徒の外国語学習の意欲
や外国への興味・関心を高めることが
できた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・生徒のコミュニケーション能力の向
上、英語学習のモチベーションの向上、
地域での国際理解の促進に寄与してい
る。

○

根拠法令 ―
義務教育課

2
取組
項目
ⅱ

外国語指導助手招致
費

S62-

232,426 232,426 1,594

●事業の成果
・イングリッシュ・サポートキャンプを規
定回数開催した。参加教員の受講後の
アンケート結果では、事業への肯定的
評価が98％を超えた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・本事業により、教員の外国語指導に対
する意識が向上し、外国語学習を肯定
的に捉える児童の増加に寄与した。

○3,104 2,343 11,136

成果
指標4,067

225,642 225,642 3,182

成果
指標

高校教育課

外国語指導助手が参
加する授業により外
国語学習の意欲や外
国への興味・関心が
高まった生徒の割合
（％）

234,164 234,164 3,190 根拠法令 教育基本法、学校教育法

高校生
　定時制課程（夜間部）と通信制課程を除く、すべ
ての県立高校にＡＬＴを配置した。

活動
指標

県立学校（定・通信制
を除く）において、外
国語指導助手が参加
する授業実施率（％）

取組
項目
ⅲ

3

これからの社会を生き
抜く力を持ったグロー
バル人材育成事業

(R2
新規)
R2-4

高校生

　海外での語学研修とグローバル企業への訪問
研修、各学校や生徒の国際的素養を身に付ける
ための取組を推進することにより、グローバルな
視野を持って社会を牽引する人材の育成を図る。

高校教育課

― ○

成果
指標

グローバルな視野や
課題発見・解決能力
が身についたと思う
生徒の割合（％）

19,500 6,928 6,380 根拠法令 ―

活動
指標

本事業拠点校におい
て海外研修等に参加
した生徒数（修学旅
行を除く）（人）



ⅰ

ⅱ

ⅲ

事業構築の視点

3
取組
項目
iii

これからの社会を生き
抜く力を持ったグロー
バル人材育成事業 　R2新規 ― 　令和２年度における事業の実施状況を見ながら、必要な見直しがあれば検討していく。 現状維持

高校教育課

　小学校においては、授業改善が着実に進んでおり、「イングリッシュ・サポートキャンプ」や「英語専科教員研修」等が、そ
の一助となったものと考える。小学校段階で培ったコミュニケーションの素地を中学校でどのように引き継ぎ、伸ばしていく
かが今後の課題である。

　小学校に対しては、各学校の好事例や県独自教材を積極的に紹介し、各学校の取組を支援
していく。中学校に対しては、県内英語科教員一人一人に英語教育を充実させる当事者として
の意識をもたせるため、研修会の在り方等を工夫・改善する。

ネイティブスピーカー（ALT等）を活用した実践的なコミュニケーション活動を実施（事業群③）

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

　今後新学習指導要領の実施に伴い、これまで以上に「聞く」「読む」「話す」「書く」の英語４技能の育成が求められるた
め、生徒の英語による発信力をさらに高めていく必要がある。

　外国語指導助手や英語教員に対する研修において、表現力を高める具体的な教授法等を習
得させ、コミュニケーション活動を中心とした授業を実施する。

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
様々な体験活動、県独自教材の活用によるコミュニケーション能力の育成（事業群①②）

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

令和３年度事業の実施に向けた方向性

所管課(室)名 （令和２年度の新たな取組は「R２新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向 見直し区分

取組
項目
ⅰ

英語・中国語・韓国語を実践的に学ぶ語学研修等を実施（事業群③）

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

　英語・中国語・韓国語を学ぶ生徒への海外での語学研修の機会の提供や、長崎県スーパーグローバルハイスクール支
援事業の対象校におけるグローバルな課題をテーマにした探究的な学習の支援を行った。語学研修の参加者の語学学
習への意欲向上にもつながっていることから、今後はWWLコンソーシアム構築支援事業を通じて、グローバル社会で活躍
できる人材を育成し、さらなる成果の普及を進める必要がある。

　語学研修及び探究的な学習の内容をさらに深める取組を支援するとともに、その成果を広く
他校に発信し、アドバンスト・ラーニング・ネットワークの構築をより強固で広範なものとするよう
努める。

４．令和２年度見直し内容及び令和３年度実施に向けた方向性

2

外国語指導助手招致
費

　外国語指導助手や英語教員に対する研修において、表現力
を高める具体的な教授法等を習得させることに重点を置くなど
内容の充実を図る。

― 　生徒のコミュニケーション能力等の向上を図るため、今後も事業を継続していく必要がある。 現状維持

高校教育課

取組
項目
ii

1

小学校からの英語教
育ボトムアップ事業費

　イングリッシュ・サポートキャンプについて、多くの教員が参
加しやすいよう実施時期を変更するとともに、研修プログラム
に体験活動を多く取り入れることで、内容の充実を図る。

⑤
　これまで国費で進めていた英語教育推進協議会を県としての事業に移行し、さらなる充実を図る。
　また、小学校教員と中学校英語教員の合同による研修等の充実により、各市町と協力しながら小
中の連携を推進していく。

終了

義務教育課

事業
番号

取組
項目

事務事業名 令和２年度事業の実施にあたり見直した内容



注：「２．令和元年度取組実績」に記載している事業のうち、令和元年度終了事業、100%国庫事業などで県
の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設
評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点


